
| 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 597¶120¶943 597¶120¶943 `

]未収金 39¶411¶780 39¶411¶780 `

^未払金 (148¶485¶166) (148¶485¶166) (`)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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機械及び装置 ３～15年
車両運搬具 ５年
工具器具備品 ３～20年
また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、損益
外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

Ó 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３～５年）
に基づいております。

} 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上
しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、当事業年度末の引当
外賞与見積額から前事業年度末の引当外賞与見積額を控除して計上しております。

~ 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引
当金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法
人会計基準第38に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上し
ております。

� たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品
先入先出法による原価法

� 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計算方法
政府出資の機会費用の計算に使用した利率
平成25年３月末の10年もの国債の利率を参考に0•560％で計算しております。

‚ リース取引の処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。
ƒ 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
] 貸借対照表関係
{ 運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額

66¶032¶620円
| 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額

947¶715¶758円
^ 損益計算書関係

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は�278¶989円であり、当該影響額を除いた
当期総利益は19¶763¶362円であります。

_ キャッシュ・フロー計算書関係
{ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金勘定
597¶120¶943円

| 重要な非資金取引
寄附の受入による資産の取得

3¶395¶175円
ファイナンス・リース契約による資産の取得

32¶171¶014円
` 行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額のうち、15¶839¶962円は、国からの出向者に係るものです。

a 金融商品関係
{ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については短期的な預金に限定しております。

~ 金融商品の時価の算定方法は次のとおりであります。
\現金及び預金、]未収金、^未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

b 資産除去債務関係
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの。

{ 資産除去債務の概要
当法人は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二年六月十日
法律第百六十七号）に基づき、ＲＩ施設の廃棄時の放射線障害防止のために必要な措置を講ず
る義務について資産除去債務を計上しております。

| 資産除去債務の金額の算定方法
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得から14年間、割引率は1•349％（国債

利回り）を採用しております。
} 当事業年度における資産除去債務の総額の増減
期首残高 13¶394¶359円
有形固定資産の取得に伴う増加額 `円
時の経過による資産除去債務の調整額 180¶689円
資産除去債務の履行による減少額 `
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期末残高 13¶575¶048円
c 区分経理
独立行政法人労働安全衛生総合研究所法第11条に基づき社会復帰促進等事業として行われるも
のに係る経理（社会復帰促進等事業勘定）とその他の業務に係る経理（一般勘定）とに区分して
おります。š
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